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Ⅰ テーマ選定の理由 

 働く意欲はあるのに、妊娠・出産・子育てを理由に退職 

Ⅱ テーマ：育児による女性の退職者をゼロに 

 育児と仕事の両立に、女性たちは様々な不安・不満をかかえている 

 １．グループメンバー各社の状況（現状） 

 ２．目標 育児による女性の退職者ゼロ！５年後 グループメンバー５社 

 ３．課題と解決策 

    ①社員への情報提供 

    ②時間外勤務の削減 

    ③時間単位の有給休暇取得推進 

    ④病児保育の運用の改善 

    ⑤男性の家事・育児参加啓発 

Ⅲ まとめ 

 組織・県に対しての要望と自分たちの今後 

目次 
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Ⅰ．テーマ選定の理由 
 １．日本の状況（データ） 

 産休を取得しても、復帰して育児しながら働くとなると、   

退職してしまう女性はまだまだ多い。 

39.0  

42.5  

7.2  

9.2  

4.7  

7.7  

26.1  

16.4  

2.6  

1.5  

9.0  

6.2  

9.8  

13.2  

1.5  

3.5  

正社員

（N=721）  

非正社員

（N=666）  

家事、育児に専念するため、自発的にやめた 

結婚、出産、育児を機に辞めたが、理由は結婚、出産等に直接関係ない 

夫の勤務地や夫の転勤の問題で仕事を続けるのが難しかった 

仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた 

子を持つ前と仕事の内容や責任等が変わってしまい、やりがいを感じられなくなった 

解雇された、退職勧奨された 

その他 

特にない 

妊娠・出産前後に退職した理由 
（厚生労働省・平成21年「子育て期の男女への仕事と子育ての両立に関するアンケート」調査） 

3 
男女共同参画白書（内閣府男女共同参画局 平成29年6月）より 
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■ヒアリングを実施 

  

 

 

 ・対  象／退職した女性社員、人事担当者 

 ・人  数／両立支援・働き方チーム５社の社員 １７名 

 ・実施期間／２０１７年７月～８月 

「女性社員の退職理由は？」 

Ⅰ．テーマ選定の理由 
 ２．育児による女性社員の退職者の現状 
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■退職理由 

 ・残業が多く、有給休暇も取りにくい。ここでは仕事をしながら   

  子育てができないと思い、妊娠を機に退職を選択した。 

 ・育児休業取得後に復帰したが、保育所の不足で子供を預かって 

  もらえる施設がなく、近辺に親などの支援者もいない。 

 ・子供の体調不良による休みが多いことの気兼ねに加え、自身の 

  体調も悪くなり、仕事を続けられない。 

 

 

働く意欲はあるのに、退職しなくてはいけない状況 

 

働く意欲はあるのに、退職しなくてはいけない状況 
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■ヒアリングを実施  

 

     

  

 ・対  象／独身社員・育休中で復職予定の社員・育児中社員 

 ・人  数／グループメンバー５社の女性社員 ２２名 

 ・実施期間／２０１７年７月～８月 

 ・まとめ方／出産前・復職前・復職後に分類 

      

「育児と仕事の両立についての、不安・不満は？」 

Ⅱ．テーマ：育児による女性の退職者をゼロに 
 １．グループメンバー各社の状況（現状） 
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（１）出産前には：キャリア継続できるか不安 

  

築いてきたキャリアが、出産・育児で中断することによって 

どうなるのか。復職後も自分の資格や経験を活かせるのか。 

（３０歳・既婚、子供なし） 

周りに、子育てと仕事を両立できている良い例がない。自分も 

結婚して子供を産むなら、退職するしかないと思っている。 

（２８歳・独身） 
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（２）復職前には：急な休みが取れるか？会社の状況は 

        どのように変化したか？解らず不安 

  

子供の体調による急な休みや遅刻、早退に対する理解が上司に

あるだろうか？自分は、以前と同じようには働けないと思って

いるが、上司からの強い期待を感じている。 

（３７歳・子供１人） 

休業中に会社の情報が入らなかった。現状が把握できていない

まま復帰することが不安。知らないルールなどが増えていて、

充分仕事ができないのではないか。 

（３０代・子供２人）（３０代・子供１人） 

9 

（３）復職後は：責任ある仕事を任せてもらえない、 

       異動になり職種が変わりキャリア形成に不安 

  

復職後、責任ある仕事を任せてもらえなくなった。配慮からだ 

とは思うが、以前ほどの達成感が得られなくなったと同時に、

今後、どうなっていくのか不安に感じている。 

（３１歳・子供１人） 

異動で職種が変わり、勉強しながら頑張っていたが１年足らず

で子供ができ、育休をとった。復職後、勤務時間帯の制限で 

また異動となってしまった。自分の都合で仕方ないが、元の職

場でキャリアを築いていきたかった。 

（３５歳・子供２人） 
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（４）復職後は：時間外勤務が当たり前になっていて、 

  定時で帰れない  

 

 

 

 

（５）復職後は：有給休暇が不足する 

保育園の迎えの時間に間に合わない。親や配偶者に頼めた時は

いいが、調整ができないと仕事を置いて帰るしかない。 

（４６歳・子供３人） 

短時間で済む子供の健診や予防接種、平日の行政窓口での手続

きに有給休暇を時間単位取得の制度がないため、半日取らざる

を得ず、有給休暇が不足する。 

＜１歳児の例＞ 健診（年２回）、予防接種（定期×年６回、任意×年１回）など 

（４６歳・子供３人） 
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（６）復職後は：病児保育所に預けられない、預けにくい 

  ①事前の医師の診察が必要で、半日休暇取得 

 

 

 

 

   

 

  ※病児保育所とは 

   子供が病気の時に、一時的に預ってもらえる施設。看護師・保育士等が 

   配置されている。山口県内には現在２９施設あるが、定員数人程度の 

   小規模施設が半数以上。設置数の地域差もあり、１ヶ所しかない市町もある。 

  

子供が病気の時は病児保育所に預けたいが、事前に医師の診察

が必要な為、病院で診察してから病児保育所に預けると、出勤

が午後からになってしまう。 

（４０歳・子供１人） 
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②事前の登録と予約が必要 

 

 

③近くにない 

 

 

④定員数が少なく、利用出来ない 

  

事前の利用登録、利用の前日または当日朝の予約など、手続きが

面倒。費用も割高に思えてしまう。  （４５歳・子供２人） 

自宅や勤務先の近くに病児保育所がない。移動だけでかなりの 

時間がかかり、出勤が遅れる。    （３２歳・子供３人） 

定員数が少ないので、いっぱいで利用できない時がある。 

                  （３７歳・子供２人） 

13 

（７）復職後は：夫の家事・育児参加が少ない 

  

夫は、家事・育児を女性の仕事だと思っている。朝の保育園への

送りだけでも分担してほしいが、自分も朝はきつい、出勤時間と

合わないなどと言うばかり。      （３１歳・子供１人） 
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         男性の暮らし方・意識の変革に向けた課題と方策 

（男女共同参画会議 男性の暮らし方・意識の変革に関する専門調査会 平成29年2月）より 

15 

育児と仕事の両立には多くの問題点が・・・ 

  キャリア継続の困難・急な休みへの対応・仕事のやりがい不足 

  時間外勤務・有給休暇の不足・病児保育所・夫の家事、育児参加 

育児による女性の退職者ゼロ！ 
（期限：５年後 対象：グループメンバー５社） 

問題点を少しでも解消し、育児支援（特に育児休業復帰後）を充実 

 

 ２．目標 
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■育児による女性の退職者をゼロにするために 

（７）夫の家事・育児参加が少ない 

（１）キャリア継続できるか不安 

（２）会社の理解度や状況が解らない不安 

（３）キャリア形成に不安 

（４）時間外勤務で帰れない 

（５）有給休暇が不足する 

（６）病児保育所に預けられない・預けにくい 

①社員への情報提供 

②時間外勤務の削減 

③時間単位の有給休暇取得推進 

④病児保育の運用の改善 

⑤男性の家事・育児参加啓発 

 

 ３．課題と解決策 

17 

①社員への情報提供 ～グループメンバー各社の取組み～ 

Ａ社にて実施中 

 会社独自の支援制度や助成金などを  
ハンドブックにまとめて、各事業所に設
置。出産～育休～復職の道筋が見えやすく
なる。  

  

  

福利厚生ハンドブックの作成・設置 

育児休業中社員への社内報送付 

Ａ社にて実施中・Ｂ社にて新たに実施 

 会社で起きていること、人事情報・福利
厚生情報などがわかる。 
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Ａ社・Ｃ社にて実施中 

 復帰にあたって不安に感じていること、要望などを事前に把握できる。 

来社することで、他の職員とのコミュニケーションを図ることもできる。  

  

  

育児休業中の社員との定期的な面談   

男性役職者を対象にした研修 

Ｄ社にて新たに実施 

 男性の役職者を対象に、育児支援内容の説明や、育児中の職員に対して 

必要な配慮などを周知した。 

  

19 

①社員への情報提供 ～組織への要望～ 

育休復帰支援プランの策定   

  社員と上司（組織）が、今後の働き方について確認すべき事項・ 

 知っておいてもらいたい事項を共有できるシートを作成し、面談に 

 活用。 

 

 

      別添資料 

       ・産休・育休復帰支援面談シート 

       ・産休・育休取得者対象の支援・手続きフロー図 女性向け 

       ・産休・育休取得者対象の支援・手続きフロー図 男性向け 

        （平成２７年１１月 厚生労働省 雇用均等・児童家庭局作成） 
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産休・育休復帰支援面談シート 

妊娠報告後 

休業２ヶ月前 

復帰１～２ヶ月前 

復帰２ヶ月後 

妊娠期 出産・産後期 育休期 復職後 

制度対象者 
→企業・ 
上司 

休業制度 

妊娠期の 
の支援 

社会保険 

報
告
・
連
絡 

休
業 

（
公
）
妊
娠
・
出
産
・
育
児
支
援
制
度 

（
被
保
険
者
の
み
） 

企業・上司 
→制度  
対象者 

出産期 
の支援 

育児期 
の支援 

保
険 雇用保険 

制度対象者 

実
施
事
項 

【支援制度等】 

産前・産後休業 

出産 
42日間 56日間 

出産育児一時金 

・出産費用の負担軽減を図るため、子1人につき42
万円が支給される制度 

出産手当金 

・産前・産後休業期間の収入減をカバーするた
め、1日につき標準報酬の2/3相当額が支給
される制度 

●必要資料を受領し人
事部に提出 

育児休業 

子が1歳に達するまで 
1歳 

 1歳6か月まで 

育児休業給付金 

●必要資料を受領し、人事
部に提出 

◎育児休業終了前、人事部より、
復職時の就業条件等について確
認連絡 

●就業条件の確認 ●復職のため
の準備 

妊婦健康診査助成金  

・妊婦の定期的な健康診査及び超音波検査
費用の一部を助成するための制度 

●市区町村で母子健康手帳お
よび「妊娠検査助成券」
（名称は市区町村により異
なる）を受領 

免除期間（産前・産後休業・育休中） 

保育所等入所 ●保育所等申し込み 
・申し込み方法については、各市区町村へ問い合わ
せ、必要書類については人事部へ申請 

・給料が0円の場合には、個人ならびに企業の保険料負担なし 

要支払期間（特に免除等なし） 

【1歳6か月までの育児休業の取得】 

・保育所等に入所できない場合、最長1歳
6か月まで育休を取得することができる  

●妊娠の報告 

◎提出必要資料の連絡 

●育児休業の申出 

※原則として、育児休業開始予定
日の1か月前まで可能 

◎育児休業の対象となるかを確認の
上、従業員へ連絡（提出必要資料
の連絡） 

●資料の提出 

※提出時期は企
業の定めによる 

育
児
休
業
へ 

（注：特別な事情により育児を担う者が不在と
なった場合についても取得可能） 

【市区町村】 

【健康保険組合等】 

【健康保険組合等】 

【ハローワーク】 

●出産予定の病院へ分娩予約
（予約が困難な地域もある
ので注意） 

◎提出必要書類の連絡 

◎提出必要書類の連絡 ●乳幼児の予防接種（市区
町村により予防接種の助
成・種類は異なる） 

・提出書類：産前産後休業取得者申出書・育児休業保険料免除申出書 

●資料の提出 

産
前
・

産
後 

休
業
へ 

●医師等から通勤緩和や休憩等の
指導を受けた場合「母健連絡カー
ド」で指導内容を事業主に伝える 

●産前休業の申出 
※出産予定日を含め42日前取得

可能 

※産後休業は申出の有無に関わ
らず出産日の翌日から56日
間取得可能 

◎必要な措置を講じる 

●（自治体に
よって内容が
異なる）不妊
や不育症の相
談や助成金支
給 ※非被保
険者でも可 

【手続き等】 

制度対象者 

↔上司 

復
職
へ 

●復職後の制度利用の申出 
 ・短時間勤務 
 ・所定外労働の制限等 
  （時間外／深夜／休日） 
 ・育児時間 
   ※子が1歳になるまで 

休
業
・
復
職

準
備 

企業・社員 

●◎《面談》妊娠報告後 
体調面で配慮が必要なことや産休までの業務
引き継ぎについて話し合いましょう 

●◎《面談》休業2か月前 
産休・育休中の予定や復職後の就業
イメージについて話し合いましょう 

●◎《面談》復職1～2か月前 

復職に向けて、就労条件や担当
業務について話し合いましょう 

●◎《面談》復職2か月後 
配慮してほしいことや今後の働き方に
ついて話し合いましょう 

定期的に連絡を取り、状況を把
握しましょう 

●◎《定期連絡》休業中 

●復職時に利用する保育所
等の情報収集・見学 

保育所等の利用予定の方は、入所が
決まらないと復職が困難になる場合
があります。早めに入所準備を始め
ましょう 

・一定の要件を満たすと、育休開
始から180日目までは休業開始前
の賃金の67％、181日目からは
休業開始前の賃金の50％が支給
される制度 

◎提出必要資料の連絡 

●資料の提出 

フロー図の見方 
●:制度対象者実施事項 
◎;企業実施事項 

面
談等 

要支払期間（特に免除等なし） 

●業務の棚卸し 

担当業務の流れ・所要時間
を確認し、不要な作業の洗
い出し・整理を行い、業務
をスリム化しましょう 

●◎業務の引き継ぎ 

担当業務の手順を休業中の担
当者に引き継ぎましょう。必要な
場合は、引継用のマニュアルを
作成しましょう 

◎代替要員の確保 

社員の休業中に業務を
代替する要員を、人事
異動や新規採用で確保
しましょう 

◎社員の多能工化 

複数の業務をできるスキルを社員が身につけることで、職
場内で急な欠員が出てもフォローできる体制が作れます。 

育休制度対象者が復職した後のフォローを見据え、社員の
多能工化を推進しましょう 

【パパ・ママ育休プラス】 

父母がともに育児休業を取得する
場合は、子が1歳2か月に達する
まで休業可能となる   

22 

産休・育休取得者対象の支援・手続きフロー図【女性向け】 
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配偶者妊娠期 配偶者出産・産後期 育休期 復職後 

制度対象者 
→企業・ 
上司 

休業制度 

妊娠期の 
の支援 

社会保険 

報
告
・
連
絡 

休
業 

（
公
）
妊
娠
・
出
産
・
育
児
支
援
制
度 

（
被
保
険
者
の
み
） 

企業・上司 
→制度  
対象者 

出産期 
の支援 

育児期 
の支援 

保
険 雇用保険 

制度対象者 

実
施
事
項 

【支援制度等】 

出産育児一時金 

・配偶者が受給しない場合、子1人
につき42万円が支給される制度 ●必要資料を受領し人

事部に提出 

育児休業 

子が1歳に達するまで 
1歳 

1歳6か月まで 

育児休業給付金 

●必要資料を受領し、人事
部に提出 

◎育児休業終了前、人事部より、
復職時の就業条件等について確
認連絡 

●就業条件の確認 ●復職のための
準備 

保育所等入所 ●保育所等申し込み 
・申し込み方法については、各市区町村へ問い合わ
せ、必要書類については人事部へ申請 

・給料が0円の場合には、個人ならびに企業の保険料負担なし 

要支払期間（特に免除等なし） 
要支払期間（特に免除等なし） 

【1歳6か月までの育児休業の取得】 

・保育所等に入所できない場合、最長1歳
6か月まで育休を取得することができる  

●配偶者の妊娠の報告        
（配偶者のサポートのために、
残業対応など働き方を変更した
い場合は上司に相談） 

●育児休業の申し出 

（育児休業開始予定日の1か月前  
まで可能） 

◎育児休業の対象となるかを確認の
上、従業員へ連絡（提出必要資料
の連絡） 

●資料の提出 

※提出時期は企
業の定めによる 

育
児
休
業
へ 

（注：特別な事情により育児を担う者が不在と
なった場合についても取得可能） 

【健康保険組合等】 

【ハローワーク】 

●出産予定の病院へ分娩予約
（予約が困難な地域もある
ので注意） 

◎提出必要書類の連絡 

◎提出必要書類の連絡 
●乳幼児の予防接種（市区
町村により予防接種の助
成・種類は異なる） 

・提出書類：育児休業保険料免除申出書 

◎必要な措置を講じる 

●（自治体によって内容
が異なる）不妊や不育
症の相談や助成金支給 
※非被保険者でも可 

【手続き等】 

制度対象者 

↔上司 
面
談

等 

復
職
へ 

●復職後の就業制限の申し出 
 ・短時間勤務 
 ・所定外労働の免除 
  （時間外／深夜／休日） 
  

●◎《面談》育休2か月前 
配偶者の妊娠の報告を上司にし、育休取得を希望することを伝えましょう。 
その際に、休業までの業務引き継ぎや休業中の対応ついて話し合いましょう 

●◎《面談》復職1～2か月前 
復職に向けて、就労条件や担当 

業務について話し合いましょう 

●◎《面談》復職2か月後 
復職後、今後の育児参加予定に 

ついて話し合いましょう 
定期的に連絡を取り、状況を 

把握しましょう 

●◎《定期連絡》休業中 

●復職時に利用する保育所
等の情報収集・見学 

保育所等の利用予定の方は、入所が
決まらないと復職が困難になる場合
があります。早めに入所準備を始め
ましょう 

・一定の要件を満たすと、育休開
始から180日目までは休業開始前
の賃金の67％、181日目からは
休業開始前の賃金の50％が支給
される制度 

◎提出必要資料の連絡 

●資料の提出 

フロー図の見方 
●:制度対象者実施事項 
◎;企業実施事項 

【パパ・ママ育休プラス】 

父母がともに育児休業を取得する
場合は、子が1歳2か月に達する
まで休業可能となる   

配偶者の出産 

免除期間（育休中） 

休
業
・
復
職

準
備 

企業・社員 

●業務の棚卸し 

担当業務の流れ・所要時間
を確認し、不要な作業の洗
い出し・整理を行い、業務
をスリム化しましょう 

●◎業務の引き継ぎ 

担当業務の手順を休業中の担
当者に引き継ぎましょう。必要な
場合は、引継用のマニュアルを
作成しましょう 

◎代替要員の確保 

社員の休業中に業務を
代替する要員を、人事
異動や新規採用で確保
しましょう 

◎社員の多能工化 

複数の業務をできるスキルを社員が身につけることで、職
場内で急な欠員が出てもフォローできる体制が作れます。 

育休制度対象者が復職した後のフォローを見据え、社員の
多能工化を推進しましょう 

23 

産休・育休取得者対象の支援・手続きフロー図【男性向け】 

23 

②時間外勤務の削減 ～グループメンバー各社の取組み～ 

Ｂ社実施例 

 定時退社必須の事務職社員のため、上司が本人・同僚のヒアリング実施
後、課全体で担当業務を再配分した。結果、業務の相互理解も進み、カバー
し合うことができるようになった。時間外勤務も課全体で減ってきている。  

  

  

担当業務の見直し   

Ａ社実施例 

 経営トップからの指示による時間外勤務の削減 

  ・『今日しなくてもよい内容なら翌日に回す』 

  ・ワークシェアの実施 

        実績：昨年対比８２％減（H29.5～8）  

 

  

組織全体で定時退社を促す体制を整備   
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③時間単位の有給休暇取得促進 ～組織への要望～ 

有給休暇の使い勝手を良くする  

 現状、有給休暇取得は１日もしくは半日単位とする会社が多い。 

 （グループメンバー５社とも、半日単位までとなっている。） 

 時間単位での取得を可能として欲しい。 

25 

④病児保育の運用の改善 ～県への要望～ 

   

  

  

病児保育所を利用しやすくする 

 １）利用手続きの簡素化。 

 ２）需要に合わせた設置で、地域差を減らす。 

 ３）施設ごとの定員を増やす。 

 ４）受診から預けるまでを１ヶ所でできるよう、小児科医院併設の 

   病児保育所を増やす。 
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⑤男性の家事・育児参加啓発 ～県への要望～ 

男性の家事・育児共同参画への取組み  

 ・家事・育児に共同参画する男性に対し、周りが応援する風土作り。 

  「男は仕事、女は家庭」とする固定的役割分担意識の解消にも 

  役立つ。 

 ・男性の育児休業取得を促進。 

  育児に対しての理解が促進され、職場の、育児中の女性へ対する 

  フォローが二次効果として期待できる。 

 ・産休・育休取得者対象の支援・手続きフロー図の運用を浸透させる。 

  男性の育児休業取得に対しての理解や協力が進むことが期待できる。 

                           （別添資料） 

27 

■育児による女性の退職者をゼロにするために 

 組織に対しての要望 

  ①有給休暇の使い勝手を良くする 

  ②育休復帰支援プランの策定と面談・情報提供等の実施         

 県に対しての要望 

  ①病児保育所を利用しやすくする 

  ②男性の育児休業取得促進と家事・育児共同参画への取組み 

 自分たちの取組み 

  働く意欲がある女性社員が、妊娠・出産・子育てを機に退職すること 

  なく、育児との両立を図りながら気持ちよく仕事を続けていけるよう、 

  私たちも継続して取り組んでいきます。                  

 

Ⅲ．まとめ 
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ご清聴ありがとうございました 


